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監査の結果に基づき、措置を講じた旨の通知があったので、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第１９９条第１４項の規定により、次のとおり公表する。 
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監査結果に基づく措置通知書  

 

監 査 の 種 類 
公の施設の指定管理者監査  

(堺市立西文化会館) 

監 査 実 施 期 間 令和 5 年 8 月 1 日  ～  令和 5 年 12 月 21 日  

措置を講じた部局等 
文化観光局  文化国際部  文化課  

指定管理者：大阪ガスビジネスクリエイト株式会社  

指  摘  事  項  等  状   況  所管部課等  

３  事業報告書等について    

(1) 基本協定書において、指定管理

者は、事業報告書に収支状況を記

載することとされているが、以下

の誤りがあった。  

  また、市はそれに対する指導を

行っていなかった。  

 

ア  委託料に計上すべき支出の一

部を、諸謝金に計上していた。  

 

イ  自主事業として設置している

自動販売機に係る電気代を、自

主事業の収支状況と指定管理業

務の収支状況の両方に計上して

いた。  

 

ウ  消費税が課されない費目であ

る公租公課と保険料の支出につ

いて、 10％を加算して計上して

いるものがあった。  

 

エ  令和 4 年度の支出内容を説明

する内訳欄に、実際には支出の

な か っ た も の が 記 載 さ れ て い

た。  

御指摘を受け、収支報告書

を正しい内容に修正し、令和

5 年 10 月 27 日付けで市に提

出しました。  

今後は下記取組を実施し、

再発防止します。  

 

ア  諸謝金も舞台人件費（委

託料）も「委託作業費」の

会計科目で計上し、収支報

告書では、諸謝金の項目に

全て計上していましたが、

今後は「委託作業費（諸謝

金）」と「委託作業費（舞台

人件費）」に会計科目をあら

かじめ分けて管理します。  

 

イ  指定管理業務の毎月の収

支状況を管理している収支

データにおいて、自主事業

での自動販売機の電気代と

指定管理業務での電気代と

を明確に分けた項目を新た

に作成します。加えて、毎

月の決算作業の中で複数名

で の 確 認 作 業 も 実 施 し ま

す。  

 

指定管理者  
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ウ  指定管理業務の毎月の収

支状況を管理している収支

データにおいて、消費税算

出方法を改めます。加えて、

毎月の決算作業の中で複数

名での確認作業も実施しま

す。  

 

エ  四半期及び年度末の収支

報告書作成の際に、内訳欄

の記載内容について複数名

での確認作業を確実に実施

します。  

 

御指摘を受け、指定管理者

に 事 業 報 告 書 の 修 正 を 指 示

し、令和 5 年 10 月 27 日付け

で、指定管理者から再提出さ

れ た 同 報 告 書 を 受 理 し ま し

た。  

今後は、事業報告書に計上

する項目や費目、金額等につ

いて複数人による確認を行う

等チェック体制を確立するよ

う、指定管理者に指導しまし

た。また、報告された収支内

容の支出状況を指定管理者と

十分に確認を行います。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文化課  

 

 


